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  流　動　資　産 860,314   流　動　負　債 274,699

現 金 ･ 預 金 809,186 買 掛 金 8,307

売 掛 金 3,167 一年以 内返 済長 期借 入金 154,000

商 品 8,340 未 払 金 62,444

貯 蔵 品 2,343 未 払 費 用 1,671

前 払 費 用 2,962 未 払 法 人 税 等 6,075

未 収 入 金 33,387 未 払 消 費 税 等 7,554

未 収 収 益 863 預 り 金 558

立 替 金 63 前 受 収 益 20,228

賞 与 引 当 金 13,859

  固　定　資　産 3,604,792

    有 形 固 定 資 産  3,235,537   固　定　負　債 1,252,976

建 物 3,107,041 長 期 借 入 金 1,183,500

構 築 物 64,005 預 り 敷 金 14,886

機 械 装 置 27,952 退 職 給 付 引 当 金 50,384

什 器 備 品 33,538 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 4,206

車 両 運 搬 具 0 1,527,676

建 設 仮 勘 定 3,000

    無 形 固 定 資 産 7,318  株　主　資　本 2,928,308

電 話 加 入 権 687

ソ フ ト ウ エ ア 6,631     資    　本    　金 1,620,000

    投資その他の資産 361,936     利　益　剰　余　金 1,308,308

投 資 有 価 証 券 250,588 利 益 準 備 金 20,412

長 期 性 預 金 30,000 そ の 他 利 益 剰 余 金 1,287,896

出 資 金 100 修 繕 積 立 金 489,785

繰 延 税 金 資 産 80,247 偶 発 損 失 積 立 金 200,000

加 盟 保 証 金 1,000 繰 越 利 益 剰 余 金 598,111

 評価・換算差額等 9,122

9,122

2,937,430

4,465,106 4,465,106

貸　借　対　照　表

2026年 3月31日現在

     (単位：千円)

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

科        目 金        額 科        目 金        額

負　債　合　計 

純　資　産　の　部

　その他有価証券評価差額金

純 資 産 合 計

資　産　合　計 負債・純資産合計  

第 41 期決算公告 
青森市大字大谷字小谷 1 番 5号 

青森空港ビル株式会社 

代表取締役社長 奈良 浩明 
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     （単位：千円）

【 】 939,667

662,860

131,673

59,443

51,948

33,741

【 】 128,172

811,495

【 】 748,428

63,067

【 】 8,485

2,786

5,698

【 】 17,186

17,186

54,365

【 】 138

138

54,227

4,861

△ 69,645

119,011

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税

当 期 純 利 益

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損

法 人 税 等 調 整 額

営 業 外 収 益

受 取 利 息 ・ 配 当 金

雑 収 入

営 業 外 費 用

支 払 利 息

経 常 利 益

損　益　計　算　書

自  2025年　4月　1日

至　2026年　3月 31日

科                  目 金　　　　　額

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費 及 び一 般管理費

営 業 利 益

売 上 高

免 税 売 店 売 上 高

ラ ウ ン ジ 売 上 高

コ ー ヒ ー シ ョ ッ プ 売 上 高

そ の 他 収 入

不 動 産 収 入
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(単位：千円)

修繕積立金
偶発損失積

立金
繰越利益剰

余金

当期首残高 1,620,000 19,440 533,375 200,000 446,202 1,199,017 2,819,017

当期変動額

剰余金の配当 972 0 △ 10,692 △ 9,720 △ 9,720

積立金の取崩し △ 43,590 43,590 0 0

当期純利益 119,011 119,011 119,011

株主資本以外の項目の当
期変動額（純額）

当期変動額計 － 972 △ 43,590 － 151,909 109,291 109,291

当期末残高 1,620,000 20,412 489,785 200,000 598,111 1,308,308 2,928,308

当期首残高 9,081 9,081 2,828,098

当期変動額

剰余金の配当 △ 9,720

積立金の取崩し 0

当期純利益 119,011

株主資本以外の項目の当
期変動額（純額）

41 41 41

当期変動額計 41 41 109,332

当期末残高 9,122 9,122 2,937,430

評価・換算
差額等合計

株主資本合
計

利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金

利益剰余金
合計

評価・換算差額等

純資産合計

その他有価
証券評価差

額金

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

自　2025年4月1日　　至　2026年3月31日

株主資本

資本金
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個  別  注  記  表 

 

１．重要な会計方針に係る事項 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

   ①有価証券の評価基準及び評価方法 

    満期保有目的の債券 ……… 償却原価法（定額法） 

    その他有価証券 

     市場価格のない株式等以外のもの …… 期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定しております。) 

 ②棚卸資産の評価基準及び評価方法 

          最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定） 

（２）固定資産の減価償却の方法 

        有形固定資産 ………   定率法（ただし、1998 年 4 月 1日以降に取得した建物（建物付

属設備を除く）並びに 2016 年 4 月 1 日以降に取得した建物付属設

備及び構築物については定額法） 

                              なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっております。 

               また、2007 年 3 月 31 日以前に取得したものについては、償却

可能限度額まで償却が終了した翌年から 5 年間で均等償却する方

法によっております。 

               取得価額が10万円以上20万円未満の有形固定資産については、

3年間で均等償却しております。                

        無形固定資産 ………  自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期

間(5 年)による定額法を採用しております。 

（３）引当金の計上基準 

        賞与引当金   ………  従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給

見込額のうち当期の負担額を計上しております。 

        退職給付引当金 ……  従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務

に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上し

ております。 

    役員退職慰労引当金  役員の退職慰労金の支出に備えるため、「役員の退職慰労金に

関する内規」に基づき、当期末において発生していると認められ

る額を計上しております。 

（４）収益及び費用の計上基準 

不動産収入は空港ターミナルビル施設の賃貸収入等であり、顧客に対して空港ターミナルビ

ル施設を賃貸する義務を負っております。また、ラウンジ収入、免税売店収入及びコーヒーシ

ョップ収入は、ラウンジの使用及び免税売店、コーヒーショップの商品販売に係る収入であり、

顧客にサービス及び商品を提供する義務を負っております。当該履行義務は、約束した財又は

サービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる

金額で収益を認識しております。 
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（５）ヘッジ会計の処理 

    ヘッジ手段 …… デリバティブ取引（金利スワップ） 

    ヘッジ対象 …… 長期借入金 

金利スワップについては要件を満たしているため特例処理によっ

ております。 

（６）消費税等の会計処理方法 

        消費税等は、税抜方式によっております。 

 

 

２．会計上の見積りに関する注記 

   会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事

業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 

    繰延税金資産 80,247 千円 

   繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって見

積っております。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける

可能性があり、実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌事業年

度の計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。 

 

 

３．貸借対照表に関する注記 

（１）担保に供している資産及び担保に係る債務 

  ①担保に供している資産 

   建 物                        3,107,041 千円 

  ②担保に係る債務 

   一年以内返済長期借入金               154,000 千円 

   長期借入金             1,183,500 千円 

     計               1,337,500 千円 

（２）有形固定資産の減価償却累計額       3,907,465 千円 

 

 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 

（１）当事業年度の末日における発行済株式の数  普通株式 32,400 株 

（２）当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

2025 年 6月 24 日の第 40 期定時株主総会において、次のとおり決議しました。 

①配当金の総額                9,720,000 円 

②配当の原資               利益剰余金 

③1株当たり配当額                300 円 

④基準日               2025 年 3 月 31 日 

⑤効力発生日             2025 年 6 月 24 日 

（３）当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

2026 年 6月 29 日の第 41 期定時株主総会において、次のとおり決議する予定です。 

①配当金の総額             16,200,000 円 
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②配当金の原資              利益剰余金 

③1株当たり配当額              500 円 

④基準日              2026 年 3月 31 日 

⑤効力発生日            2026 年 6月 29 日 

 

５．税効果会計に関する注記 

（１）繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳は次のとおりです。 

①繰延税金資産 

        賞与引当金                           4,346 千円   

        未払事業税                                1,640 千円    

        減価償却超過額                             331 千円    

        退職給付引当金                  15,800 千円   

        役員退職慰労引当金                     1,319 千円   

        税務上の繰越欠損金                  163,067 千円   

      繰延税金資産 小計                   186,504 千円  

     税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額    △100,770 千円 

     将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額   △1,319 千円 

      評価性引当額 小計                 △102,089 千円  

   繰延税金資産 合計                    84,415 千円 

②繰延税金負債 

    その他有価証券評価差額金               4,167 千円  

   繰延税金負債  合計                         4,167 千円  

   繰延税金資産の純額                        80,247 千円  

 

 

６．金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 

  ①金融商品に対する取組方針 

当社は、資金運用については安全性を最優先とし、日本国債、政府保証債及び地方債、

定期預金等を原則としております。また、資金調達については銀行借り入れによる方針と

しております。 

  ②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては

取引先ごとの期日管理及び残高管理を定期的に行っております。 

営業債務である買掛金は、そのほとんどが 2か月以内の支払期日です。 

長期借入金は設備投資に係る資金調達であり、支払金利の変動リスクを回避し支払利息

の固定化を図るために、デリバディブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用

しています。ヘッジの有効性の評価方法については、金利スワップの特例処理の要件を満

たしているため、その判定をもって有効性の評価を省略しています。 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

2026 年 3 月 31 日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額

については、次のとおりです。 
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 貸借対照表計上額（※） 時 価（※） 差 額 

① 現金及び預金 809,186 千円  809,186 千円  － 

② 売 掛 金 3,167 千円  3,167 千円  － 

③ 未 収 入 金 33,387 千円  33,387 千円  － 

④ 投資有価証券 

  満期保有目的の債券 

その他有価証券 

 

199,398 千円 

51,190 千円  

 

195,020 千円  

51,190 千円 

 

△4,378 千円  

 － 

⑤ 長 期 性 預 金 30,000 千円  29,797 千円  △202 千円 

⑥ 買 掛 金 （8,307 千円） （8,307 千円） － 

⑦ 未 払 金  （62,444 千円） （62,444 千円） － 

⑧ 長 期 借 入 金 （1,337,500 千円） （1,393,046 千円）  55,546 千円 

⑨ デリバティブ取引 － － － 

 （※）負債に計上されるものについては、（ ）で示しています。 

 （注１）金融商品の時価の算定方法及び投資有価証券に関する事項 

  ①現金及び預金、並びに②売掛金及び③未収入金 

    これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額 

によっております。 

  ④投資有価証券 

    満期保有目的の債券はすべて国債であり、時価は取引金融機関から提示された価格によ 

っております。 

また、その他有価証券は全て時価のある株式であり、時価は期末日の市場価格によって

おります。 

  ⑤長期性預金 

    長期性預金の時価については、元利金の合計額を同様の新規預入を行った場合に想定さ 

れる利率で割り引いた算出方法によっております。 

⑥買掛金及び⑦未払金 

    これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額 

   によっております。 

  ⑧長期借入金 

    長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借り入れを行った場合に想

定される利率で割り引いて算定する方法によっています。変動金利による長期借入金は金

利スワップの特例処理の対象とされており、当該金利スワップと一体として処理された元

利金の合計額を、同様の借入れを行った場合に適用される合理的に見積もられる利率で割

り引いて算定する方法によっております。 

  ⑨デリバティブ取引 

    ・ヘッジ会計が適用されていないもの：該当するものはありません。 

    ・ヘッジ会計が適用されているもの：ヘッジ会計の方法ごとの決算日における元本相当額

は次のとおりです。 
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ヘッジ会

計の方法 

デリバティ

ブ取引の種

類等 

主 な ヘ

ッ ジ 対

象 

契約額等 
時価 

当 該 時

価 の 算

定方法  うち 1 年超 

金利スワ

ップの特

例処理 

金利スワッ

プ取引 

支払固定・

受取変動 

長 期 借

入金 
1,337,500 千円 1,183,500 千円 （※）  

（※）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体と

して処理されているため、その時価は長期借入金の時価に含めて記載しています。 

 

 

７．賃貸等不動産に関する注記 

  当社は、青森県青森市内において賃貸収益を得ることを目的として空港ターミナルビル（旅

客ビル・貨物ビル・レンタカーターミナル）を所有しております。なお、空港ターミナルビル

の一部については当社が使用しているため、賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産

としております。 

  これら賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する貸借対照表計上額の時価は、

次のとおりです。 

 

 
貸借対照表計上額 

当期末の時価 
前期末残高 当期増減額 当期末残高 

賃貸等不動産として

使用される部分を含

む不動産 

3,252,575 千円  △145,534 千円 3,107,041 千円 － 

(うち賃貸部分に関

する部分) 
(3,082,791 千円) (△191,067 千円) (2,891,723 千円) (1,795,846 千円) 

(注)１．貸借対照表表示額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。 

  ２．当期増減額のうち主な減少額は減価償却によるものであります。 

 ３．当期末の時価は、建物残存耐用年数に応じた見積収益と見積支出の収支差額に割引キャ 

ッシュフロー(DCF)法を適用し計算しております。 

 

 

８．関連当事者との取引に関する注記 

法人主要株主等                             

属性 会社等の名称 所  在  地 

資本金   

又は 

出資金 

事業の内容 

議決権等の

所有(被所

有)割合 

主要

株主

等 

青森県 青森県青森市長島 1 丁目 1 番 1 号 － 
地方公共 

団体 

被所有 

直接 54.6 % 

日本航空㈱ 東京都品川区東品川 2 丁目 4 番 11 号 
273,200 

百万円 

定期航空運

送事業等 

被所有 

直接 10.5 % 
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属性 会社等の名称 

関係内容 

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 
役員の

兼任等 

事 業 上

の関係 

主要

株主

等 

青森県 － 
不 動 産

賃貸 

受取家賃等 67,909 千円 未収入金 2,010 千円 

賃 借 料 9,461 千円 － － 

雑 収 入 4,860 千円 未収入金 4,860 千円 

日本航空㈱  － 
不 動 産

賃貸 

受取家賃等 226,379 千円 未収入金 3,006 千円 

－ － 

未払金 641 千円 

前受収益 4,840 千円 

(注)１．価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上

で決定しております。 

２．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

 

 

９．1 株当たり情報に関する注記 

（１）１株当たり純資産額         90,661 円 44 銭 

（２）１株当たり当期純利益         3,673 円 19 銭 

 

 

１０．収益認識に関する注記 

  収益を理解するための基礎となる情報は「１．重要な会計方針に係る事項（４）収益及び

費用の計上基準」に記載のとおりです。 

 

 

１１．その他の注記 

退職給付引当金 

（１）企業の採用する退職給付制度 

     当社は就業規則に基づく退職一時金制度があり、期末自己都合要支給額の１００％ 

を退職給付引当金として計上しております。なお、外部拠出積立による運用はしており 

ません。   

   詳細は次のとおりです。 

（２）退職給付債務等の内容 

①退職給付債務           50,384 千円 

②退職給付引当金           50,384 千円 

（３）退職給付費用の内訳 

勤務費用              6,988 千円 

 


